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労働の未来に向
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企業と労働者と社会制度を同じ方向に向か
わせられるか？

By John Hagel, Jeff Schwartz, and Josh Bersin 
Illustration by Tim Marrs

「未来はここにある」
「労働の未来」という言葉を聞いて何を思い浮かべる
だろう？ジョン・メイナード・ケインズは、1930年に
発表した「孫たちの経済的可能性（原題：Economic 
possibilities for our grandchildren）」と題する論文の
中で、「技術的失業」と週15時間労働という未来図を
提示た。1  機械が人間に代わってほとんどのことをやっ
てくれる余暇社会という20世紀初頭に語られていた
ユートピア構想に見切りをつけて久しい。しかし、今
日、実際の仕事のあり方が急速に変化しており、今後
も変化し続けることに疑問の余地はない。
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労働の未来像を描くとき、人によっ
ては、ロボットだらけの工場で、
通常の作業はすべて自動化され、

人間は作業の最終目標や目的の調整に専念す
る様子を思い浮かべることだろう。新興諸国
が記録的な数の若年労働力の吸収に四苦八苦
する一方、先進国では労働力の高齢化が進む
という労働力人口の構造変化を思い浮かべる
人もいるかもしれない。あるいは、ほとんど
の人が自営で働き、肉体労働であろうと頭脳
労働であろうと、オンライン経由の仕事であ
ろうと実際に現地に赴く必要のある仕事であ
ろうと、自分の好きなときに自分の決めた条
件で自らの労働力をさまざまな雇主に提供す
るグローバルなギグエコノミーを想像するか
もしれない。 
労働の未来においては、これらのシナリオす
べてが現実のものとなる可能性があり、それ
以外にも多くの可能性が考えられる。さまざ
まな異なる力が相互に作用しながら、快適な
生活、適度な利益、公正で安定した社会を求
める私たちの行動に影響を及ぼすからであ
る。

これは大きなテーマであり、業界紙や大衆紙
で評論家がともすれば、自動化、人口構造の
変化、非正規労働者の増加、あるいは何か全
く違うものなど、労働の未来の特定の側面だ
けを切り取って論じがちになるのは不思議で

はない。このように範囲を絞り込もうとする
のは無理もないことではあるが、その結果と
して、これらの側面が互いにつながり相互に
依存していることを見失っている場合があ
る。私たちの生活、企業、社会で起きている
この大きな変化の全体像を見ないことには、
私たちが今どこにいて、どこに向かっている
のか見定めることはできず、全体像を見るた
めには、一歩後ろに下がって、すべての要素
が視野に入るようにしなければならない。

輪郭はすでに見え始めている。実は、「労働
の未来」という見出しは誤解を与えるかもし
れない。変化はまだ起きておらず、今後何年
かのうちに起きるかのような印象を与えるか
らである。実際には、この数十年にわたり作
用している大きな力に促され、変化の多くは
すでに起きている。SF作家のウィリアム・ギ
ブスンが言うように、「未来はここにある
が、満遍なく行きわたっていないだけ」なの
である。

労働の未来に関する理解を進める上で最も大
きな課題は、いかにして、大きく分けて3種
類の当事者（個人、企業およびその他の雇
主、社会および政府機関）にとっての意味合
いを明らかにし、同じ方向を向かせることが
できるかということである。これらの三者が
何とか共通の認識を見出し、新たな機会と課
題に取り組むべく足並みそろえて行動しない

私たちの生活、企業、社会で起きているこの大きな変化の全
体像を見ないことには、私たちが今どこにいて、どこに向
かっているのか見定めることはできない。

労働の未来に向かって道を切り開く
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限り、労働の未来への道はせいぜいデコボコ
道が関の山だろう。

最も恵まれた状況下でも、この根本的な労働
の質の変化は、個人、企業、公的機関のいず
れにとっても困難でストレスに満ちたものと
なるだろう。しかし、各組織や政府の政策運
営の担い手は、この複雑な状況変化をよりよ
く理解することで、世界中の労働者と社会全
般が来るべき課題を予測し、備える上で助け
となるような措置を講じることができる。

労働の未来を理解するためのフレームワーク

「労働の未来」はどういう要素で構成され
ているのだろうか？おそらく、まず、変
化を引き起こしている力に着目するのが

理に適った方法だろう。当社は経験と研究に
基づき、未来の労働の性質と未来の労働力を
形成しつつある3つの力を特定した。

テクノロジー：例えば、ロボティクス、人工
知能（AI）、センサー、データといった分野
における技術進歩は、場合によっては、ツー
ルの使い方や概念、さらには、人間と機械の
相互補完性や代替性に関する考え方を根本的
に変えるような全く新しい仕事のやり方を生
み出した。

人口構造：人口構造の変化によって世界の
労働力人口構成が変わりつつある。ほとん

どの国・地域で人々の寿命は長くなり、全体と
して高齢化と若年化が進行し、各国で人口の多
様化が進んでいる。さらに厄介なことに、先進
国（と中国）でかつてないほど高齢化が進む一
方、若年層がますます途上国に集中するように
なる。

「引き出す力」：デジタル技術と長期的な政策
転換を主たる要因として、個人や組織はかつ
てなく大きな「引き寄せる力」（必要なとき
に必要なだけ人やリソースを探し利用する
力）を発揮できるようになっている。今日で
は、組織も労働者も世界の人材市場にアクセス
できるようになっている。ネットワークとプ
ラットフォームによって、個々の組織や労働者
が互いにやりとりするという新たな可能性が切
り開かれたからである。顧客の力が強まり、生
産性の高いツールや機械が入手しやすくなり、
より小規模な企業やベンチャー企業がより多く
の創造的な仕事を引き受ける機会が増えること
によって、こうしたプラットフォームに対する
需要はさらに高まることになるだろう。

労働の未来の方向づけに影響を及ぼしている
力は他にもあるが、それらはより広範な経済
状況の一部となっているか、上記の3つの力と
一体化している。例えば、グローバル化は長
期的なトレンドであるが、そのトレンドは上
記のテクノロジー、人口構造、「引き寄せる

力」によって強化される。

これらの3つの力は、労働と労働力に2つの重
要な影響をもたらしている。第1に、テクノロ

労働の未来に向かって道を切り開く
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ることから、労働者は必要とされる人材であ
り続けるために新たなスキルを学び続けなけ
ればならなくなるだろう。

第2に、雇主と労働者の関係が変わりつつあ
る。かつて、ほとんどの労働者は各種手当て
と決まった額の給与が支払われるオンバラン

Deloitte University Press  |  dupress.deloitte.com出展: Deloitte analysis.

ジーによって、労働の性質が変わり、各組
織はほとんどの仕事の再構築を迫られてい
る。その結果として、共感、社会的知性や
情緒的知性、状況設定を行い仕事上の問題
を明確にする力といった人間ならではのス
キルを活用するために仕事の再編成が起こ
るだろう。また、技術変化の速度が加速す

変化を引き起こす力
1. テクノロジー： 人工知能、ロボティクス、セン

サー、データ
2. 人口構造： 長寿化、若年人口と老年人口の増加、

多様化
3. 引き出す力：顧客エンパワーメントとグローバル

人材市場の出現 

組織にとっての
意味合い

1. テクノロジーと学習のために労
働を再構築する

2. ネットワークを駆使して人材を
調達し、組み合わせる

3. 新たなモデルの組織構造、リー
ダーシップ、組織文化、報酬を導
入する 

公共政策にとっての
意味合い

1. 生涯教育を再考する
2. T所得保障と医療保険の提供で

移行をサポートする
3. 法規制を再評価する 

個人にとっての
意味合い

1. 生涯学び続ける
2. キャリアパスを自分で形成す

る
3. 情熱が導く方向に進む 

労働と労働力の再定義
1. 労働の根本的再構築：テクノロジーですべての仕事が

変わる
2. 労働力の変革： 常勤雇用以外の就労形態の増加 

図1：労働の未来を理解するためのフレームワーク



www.deloittereview.com

31

スの常勤従業員だったが、未来の雇主は、フ
リーランスからクラウドソーシング、業務請
負まで、常勤雇用以外のさまざまな形態で
個々の労働者を雇い入れることで、事業活動
の相当部分を処理することになると予想され
る。

こうした労働の性質と労働力の変化は、個
人、組織、公的政策立案者に大きな影響を
与えることになるだろう。いずれも、未来
の労働の新たな現実に適応する必要に迫ら
れ、変わることを余儀なくされている。

変化を引き起こす力

テクノロジー：人工知能、ロボティクス、
センサー、データ

もちろん、過去における技術革命
（機械化、電化、コンピューター
化）も労働、仕事、企業や社会の

構造に急激な変化をもたらした。今回がこれ
までと異なるのは、今日のデジタル技術の進
歩によって、過去の技術革命で大きな影響を
受けた製造業と低技能労働者だけでなく、経
済・社会のあらゆる部門が再編されようとし
ている点においてである。

実際、飛躍的に高度化するデジタル技術と
インフラは、あらゆる面において労働の経
済性を大きく変えつつある。一方では、自
動化によって特定の定型業務の大幅な低コ
スト化が進み、より広い地域の低賃金労働
者が活用できるようになったことも同様の
効果をもたらしている。他方で、各組織
は、さまざまな技術力を活用し、高度な専
門性を所在地にかかわらず利用できるよう

になったことを生かすことで、それ以外の業
務の価値を大きく高めることができる。

今日のテクノロジーが労働者としての人間の
能力をいかに拡張し始めているか考えてみよ
う。これはほんの一例に過ぎないが、拡張現

実（AR）技術を使ったアプリケーション
は、周囲で起こりつつあることを人間の視覚
で捉えられる以上に「見える」ようにするこ
とで、潜在的な変化が実際に問題になる前
に、その初期兆候に人間の好奇心、想像力、
創造性を向けさせてくれる。2  拡張現実技術
はすでに、デスクトップコンピューターから
遠く離れた労働の現場で活用されており、予
期せぬ展開が起きたときにこれを査定し、最
も大きな効果があったと想定される行動に注
力する手助けをしている。3　これは、拡張
現実のようなコグニティブ技術に限らず、さ
まざまな技術領域で起きている現象である。
例えば、ロボティクスの領域では、人間の身
体能力を拡張する補綴具その他の装置の活用
が進み、技術者などが10年前には考えられ
なかったことをできるようになっている。

より広くは、3Dプリンティング技術から生
合成技術まで、新たな技術が次々と生み出さ
れることによって、より小規模な企業でも生
産性の高いツールを利用できるようになり、
新たな製品やサービスの開発における大企業
のこれまでの強みが部分的にはがれ始めてい

る。その結果、比較的小規模な企業で働く労
働者は将来、より発展性のある仕事に従事す
る機会に恵まれることになるかもしれない。

技術進歩の加速化とデータの激増が仕事で必
要とされるスキルに与える影響も見逃しては
ならない。新たな知識の創出と既存の知識の

労働の未来に向かって道を切り開く
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図2に示すように、先進国と中国をはじめ、
多くの国々で労働力の急速な高齢化が進ん
でいる。保健医療の向上による長寿化と少
子化はいずれも、この傾向をさらに増幅さ
せる要因となっている。経済的な理由から
世の中に貢献し続けていたいという願望ま
でさまざまな理由で、従来の定年を過ぎて

も長く働き続ける高齢者が大勢いる。6  

高齢者の身体能力が向上し、働き続ける体
力を維持できるようになると、高齢になっ
ても労働市場に長くとどまる人が増えると予

Deloitte University Press  |  dupress.deloitte.com

出展: Organisation for Economic Co-operation and Development, "Labour market statistics: Labour force statistics by 
sex and age: indicators," OECD Employment and Labour Market Statistics (database), DOI: http://dx.doi.org/10. 1787/
data-00310-en, （2017年4月21日アクセス）; United Nations Department of Economic and Social Affairs, The world 
population prospects: 2015 revision, 2015, http://www.un.org/en/development/desa/publications/world-population-
prospects-2015-revision.html. 
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陳腐化が加速度的に進んでおり、私たちは、
その動きについていくためにスキルや仕事の
内容をかつてないペースで更新する必要に迫
られている。4

人口構造：長寿化、若年人口と老年人口の
増加、多様化

人口構造が変わり、長寿化が進み、主流と目
されてこなかった人材の活用（インクルー
ジョン）が注目されるようになった結果、労
働者の供給のあり方が世界的に大きく変化し
ている。 5

図2：OECD諸国における年齢階層別労働力率

標
準
化
労
働
力
率
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高齢者の身体能力が向上し、働き続ける体力を維持できるように
なると、高齢になっても労働市場に長くとどまる人が増えると予
想されるが、その結果、若い人材とその知識を取り込んで組織が
若返りを図るペースが遅くなる。

想されるが、その結果、若い人材とその知識を
取り込んで組織が若返りを図るペースが遅くな
り、場合によっては、仕事をめぐる世代間競争
が激化するかもしれない。定年後も社会に貢献
したいという願望から、あるいは必要に迫られ
て、「ギグエコノミー」に参加する高齢者が相
当増える可能性もある。

これと並行して、途上国は、世界の労働市場に
おける若年労働者の供給源としてより大きな割
合を占めるようになっている。デジタル技術イ
ンフラの発達に伴い、途上国同士はいうまでも
なく、高齢化に直面する先進国も、これらの若
年労働者を常勤もしくはギグワーカーとして一
層活用できるようになっている。

より一般的には、女性をはじめ主たる労働力と
見なされてこなかった層が世界の労働市場で
徐々に存在感を高めている。先進国の人口が伸
び悩む中、各組織は、より多様なバックグラウ
ンドを持つ労働者を取り込むことで人材プール
を拡大する必要に迫られている。多様なメン
バー構成のワークグループやチームの方が独創
的で影響力の大きい成果を生み出すことを裏付
ける証拠が次々と示されており7、むしろ、そ
れこそが世界中の多様な人材の獲得に積極的

に取り組む重要な理由になっている。全体的
な効果としては、労働力の範囲がこれまで十
分活用されてこなかった層にまで広がり、い
ずれの組織も、多様化する従業員のニーズに
応えるべく、これまでの就業慣行の変更を迫
られるということになるだろう。

引き寄せる力：顧客エンパワーメントとグ
ローバル人材市場の出現

市場動向も労働の未来をかたちづくる要因と
なる。顧客の要望が変化していること、そし
て、労働力需要により柔軟に対応できるよう
になったことから、引き寄せる力は、労働と
顧客のニーズをより強固に結びつけることに
なるだろう。

販売する側との関係で顧客の力が相対的に
強くなっているのはなぜだろうか？世界中
の製品やサービスを購入できるようになっ
たことで選択肢が増え、さらに、その選択
肢に関するより多くの情報を入手でき、自
分のニーズに合わなければ次から次へと購
入先を変更できるようになったことがその
理由である。

購入の選択肢が増えるにつれ、顧客は、標準
化された大衆市場向けの製品やサービスでは

労働の未来に向かって道を切り開く
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満足しなくなり、独創的で特別仕様のニッチ
な製品やサービスや経験を求めるようになっ
ている。こうした動きは、音楽、ビデオ、ソ
フトウェアなどのデジタル製品市場ですでに
起きており、物理的な製品・サービス市場で
もいっきに広がる可能性がある。先に述べた
技術動向の下、ニッチな販売業者による生産
手段の獲得がはるかに現実味を帯びたものと
なっているからである。その結果、製造業と
販売業の細分化が進み、雇用全体に占める小
規模企業の割合が高まることになると予想さ
れる。8

供給サイドについて見てみると、労働市場
は、組織が必要なときに必要な場所で人材を
活用し、その助けを借りられるようにする方
向に進化している。先述した世界中に張り巡
らされたデジタルインフラは、雇主がどこに
いる人材であろうと連絡を取り、他の人材と
組合せ、活用できる環境を生み出したのであ
る。より多くのデジタルプラットフォームが
整備されるにつれ、潜在的な雇主は（あるい
は顧客が直接）より容易く最適な人材を世界
中どこにいようと見つけ出し、集め、特定の
業務を行わせることができるようになりつつ
ある。逆から見ると、その同じデジタルプ
ラットフォームを使って、労働者もまた引き
寄せる力を発揮できるということになる。例
えば、Glassdoorのようなオンラインコミュ
ニティは、潜在的な雇主の仕事や企業文化に
関する相当踏み込んだ情報を労働者に提供し
ており、情報面における雇主側の優位性は従
来に比べて小さくなっている。さらに、ギグ

エコノミーを活動の場とする個人は、イン
ターネットをはじめとするデジタル技術を
使って、世界中に雇主を見出し、連絡を取

り、仕事を請け負うことができる。顧客が大
衆市場向けの製品やサービスから離れ、小規
模企業の労働者が生産手段を獲得しやすくな
り、プラットフォームがニッチな製品やサー
ビスの提供者とより細分化された顧客層を世
界的に結びつけるにつれ、上記の「引き寄せ
る力」が創造的な仕事の需要を大きく拡大さ
せることになるかもしれない。

労働と労働力の再定義

変 化を引き起こすこのような3つ
の力は労働の性質を大きく転換
させつつある。この課題は近い
将来、困難な課題として雇主と

労働者の前に立ちはだかることになるだろ
う。しかし、うまくいけば、時間の経過とと
もに、より多くの人々が潜在力をこれまで以
上に発揮できるようになる。定型業務はどん
どん自動化されることになるが、未だ満たさ
れざるニーズが次々と生まれる中、テクノロ
ジーを活用して行う創造的な仕事は拡大し、
進化している。9

労働の根本的再構築：テクノロジーですべ
ての仕事が変わる

工業時代における労働は、高度に特化し、標
準化された業務がより強固に統合されるかた
ちで定義された。これは、製造現場の仕事や
肉体労働に限ったことではなく、人事や法
務、場合によっては営業やマーケティングも
含む広範な事務職や知識労働者の仕事につい
ても同様だった。そして、ロボットや人工知
能による脅威にさらされているのは、まさ
に、これらの職種の仕事を構成する業務なの
である。法律事務所は弁護士が行ってきた定
型業務の多くを自動化し始めているし、
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とをニュース配信サイトは人工知能に記事を
書かせ始めている。また多くの人々が既に納
税申告書作成のために使いやすいソフトウェ
アを活用し始めている。

かつて人間が行っていた業務がますますテ
クノロジーで代替されるようになると、人
間は（機械の組み立てと維持を除き）あら
ゆる労働から締め出されてしまうのだろう
か？労働の未来に関する議論はともすれ
ば、ロボットや人工知能によってコスト削
減と業務の自動化が進み、人間の仕事がな
くなってしまうのではない
かという話になりがちであ
る。これらの技術の費用対
効果が飛躍的に向上し続け
ており、すでに雇用削減を
もたらしていることを踏ま
えれば、こうした懸念を抱
くのも無理はない。

しかし、このように狭い視
野で物事を見ると、未来
の労働と生産性に関するより大きな機会の
多くを見逃してしまう。労働を一連の業務に
分解して、能力（人間と機械）を結集するの
は、おそらくとっかかりとしては有効かもし
れないが、それは必ずしもゴールではない。
仕事上の問題の解決、新たなサービスの提
供、生産性ならびに労働者の満足度や情熱の
さらなる向上を目指して労働のあり方の再構
築と再考を図る中に、生産性向上の大きな機
会があるかもしれない。10　コグニティブ技
術とデータの利用がさらに進めば、業務プロ
セスを抜本的に再構築し、人間ならではの多

様性と能力、機械、データを駆使して、望ま
しい結果を達成する機会も生まれる。当社
は、仕事の再構築に至る経路は複数あると考
えている。すなわち、自動化の対象となる業
務を特定しようとする視野の狭い捉え方から
業務の抜本的な再構築に至る経路、そして、
問題解決や人間のスキルを軸とする労働の再
考に至る経路である。

この考え方からすると、雇主は、好奇心、想
像力、創造性、社会的知性、情緒的知性と
いった人間ならではの能力を生かせる仕事を

生み出す機会の探求にもっ
と力を入れるべきである。
新たに創出される高収入職
の30％超は社会的で「本質
的に人間的」なものになる
こと示唆する研究報告もあ
る。11　労働力のさらなる
多様化は定型業務から創造

的な仕事への転換を促し、
専門的なスキル、プロジェ

クトマネジメントに関設計に関するスキル、
プロするスキルを合わせたようなハイブリッ
ド型の仕事が出現することになるだろう。特
定のスキルがさまざまな領域で生み出され、
急速な進化を遂げるようになる。そのため、
個人も雇主も優位性を保つためには、より迅
速に物事を学び取る必要がある。

産業ロボットとソフトウェアロボットの労働
現場への組み入れはまだ始まったばかりで、

新たに創出される高収
入職の30％超は社会的
で「本質的に人間的」
なものになること示唆
する研究報告もある。

労働の未来に向かって道を切り開く
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そのさまざまな影響と結果についてもようや
く少しずつ見え始めたところである。今のと
ころ、状況ははっきりしない。例えば、マサ
チューセッツ工科大学の最近の研究では、産
業ロボットの導入が雇用と賃金に与える負の
影響が検証されたが12、その一方で、ドイツ
にあるメルセデスベンツの工場では、特別仕
様オプションの需要が増え、産業ロボットの
再プログラミングや切替えの方が人間の作業
員が働く生産ラインの切替えより高くつくこ
とから、ロボットの数を減らして人間の作業
員を増やす計画が発表された。13

労働力の変革：常勤雇用以外の就労形態の
増加

テクノロジーは、個々の仕事のやり方だけで
なく、企業が労働力を調達する方法にも変革
をもたらしている。多くのグローバル企業は
すでに、新たなアイデアを生み出し、問題を
解決し、複雑なシステムを設計するために、

クラウドソーシングを積極的に活用してい
る。当社のセンター・フォー・ヘルス・ソ
リューションズとセンター・フォー・ファイ
ナンシャル・サービシーズは、ウィキスト
ラット社のオンラインプラットフォーム上で
保険会社の専門家と協力して、わずか4日間
で44件もの保険分野におけるブロック
チェーン技術の潜在的な活用事例を生み出し
た。14オラインプラットフォームは、この種
のクラドソーシングの加速度的な拡大に大き
く貢献している。

今後数年間のうちに、個々の個人事業主（労
働者）が短期的な業務やプロジェクトの請負
に名乗りを上げるギグエコノミーは急拡大す
ることになるだろう。その要因は3つある。

第1に、業績に対するプレッシャーが高まる
中、各企業において、正社員（無期雇用）と

いうかたちで固定化された人件費を繁忙期に
のみ発生する変動費に転換させたいという意
識がより強く働くようになる。第2に、労働
者も、単一企業でキャリアを積むよりも多様
なプロジェクトに携わり、早く成長させてく
れるような仕事を求めるようになる（2013年
の調査によると、英国のトップクラスとこれ
に続くクラスの学生の87％がフリーランスを
「きわめて魅力的で高い報酬を期待できる
キャリア」と考えている15）。そして、ギグ
エコノミーの拡大をもたらす第3の要因は、
途上国の若者、先進国の高齢者、世界各地の
低技能労働者など、これまで主たる労働力と
見なされず、あるいは失業状態に置かれてい
た人々の、たとえフルタイム雇用でないにし
ても、もっと生産的な仕事をしたいという願
望である。

ギグエコノミーはすでに米国における労働の
重要な構成要素となっている。ハーバード大
学とプリンストン大学の経済学者による最近
の研究によると、2005～2015年間の雇用純
増の94％は、自営請負やフリーランスといっ
た「オルタナティブワーク（非典型就
業）」16 だった。2014年の研究によると、米
国では推計5300万人（全労働人口の34％）
がフリーランスで仕事をしており、英国のフ
リーランス人口140万人を大きく上回ってい
る。17

より長期的に見ると、ギグエコノミーは全く
異なったものに進化しているかもしれない。
例えば、移動車両の運転、基本的なデータ収
集など、今日におけるギグワークの多くは定
型業務であるが、それらはいずれ自動化さ
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こうした新たな労働環境の下における個人の成功は、生涯を通し
て、いかにより多くのことを学び続けるかが大きな決定要因とな
る。生涯学び続ける必要があるという認識が定着する中、小規模
ながら知識の増幅につながりそうなワークグループに積極的に参
加する人々が増えている。

れ、好奇心、想像力、創造性、社会的知性、
情緒的知性といった人間ならではの能力を
使ったギグワークが増えてくるだろう。

ギグエコノミーの軸足がより急速な進化を遂
げる創造的な労働にシフトしていくにつれ
て、労働の形態も短期的な取引から迅速な学
習とパフォーマンス向上を促す長期的な関係
へと変わっていくことになるだろう。

こうした創造的なギグワーク（まだ「ギ
グ」という言葉がふさわしいとすれば）に
おいては、長期間にわたってさまざまなプ
ロジェクトで協力する小規模なチームや
ワークグループが担い手としての存在感を
増していくことになりそうだ。18

個人、組織、公共政策にとっての意味合い

個人にとっての意味合い

こうした新たな労働環境の下におけ
る個人の成功は、生涯を通して、
いかにより多くのことを学び続け

るかが大きな決定要因となる。生涯学び続け
る必要があるという認識が定着する中、小規
模ながら知識の増幅につながりそうなワーク
グループに積極的に参加する人々が増えてい
る。労働者は成功の可能性を高めるために自

ら行動を起こす必要があるが、その努力がど
ういう効果を生み出すかは、他の当事者（企
業と政府機関）が労働の性質の変化に応じ
て、それぞれどの程度変わろうとしているの
か、そして、実際にどの程度変わることがで
きるのかによって、大きく左右される。

生涯学び続ける：技術と市場が目まぐるしく
変化する中、あらゆるスキルの寿命が短く
なっており、労働者は、特定のスキルや資格
を獲得することから、生涯学び続けるために
必要不可欠で長持ちするスキルを追求するこ
とに軸足を移す必要がある。小規模なワーク
グループや組織、もしくはより広範で多様な
社会ネットワークなどにおいて、自らの更な
る、そしてより早いスキル獲得を手助けする
ような仲間を見つける必要がある。今後、こ
れまでとは比べものにならないほど多くの多
様な協力関係が生まれることになるだろう。

キャリアパスを自分で形成する：従来、キャ

リアは、特定の組織や業界で必要とされ、あ
まり大きく変わることのない予測可能なスキ
ルによって形成されるものだった。その中に
は、社内で出世するために必要な所定のスキ
ルにおける熟練度を徐々に高めることも含ま
れ、それに応じて給与も上がった。しかし、

労働の未来に向かって道を切り開く
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スキルや専門知識の賞味期限はどんどん短く
なっている。次々と新たな想定外のスキルが
生まれ、重宝がられるからである。これは2つ
のことを意味している。まず、雇主は、ニー
ズが絶え間なく変わる中、何年あるいは何十
年もの長きにわたる明確なキャリアパスを従
業員に提示できなくなりつつある。そして、
労働者は、常に最新のスキルを身につけてお
くために、できることは何でもやって、より
早くより多くの知識を取り込まなければなら
なくなっている。その中には、さまざまな仕
事を経験することや同時に複数の「雇主」の

下で働くことも含まれる。

労働者は、自らのキャリアと昇進の行方を温
情に満ちた雇主に委ねるのではなく、自分に
合ったキャリアを自分で形成する必要があ
る。そして、労働そのものが変化している以
上、個々の労働者は、次々と押し寄せる波を
捉えるサーファーのように、常に目を見張っ
て、価値あるスキルを見つけたら、その価値
を最大限引き出すために早い段階で波を捉え
るべきである。19     諦めることなく、意欲を 
持ち続けるためには、際限なく増える続ける
スキル獲得機会を自分の情熱を傾けられるも
のかどうかというふるいにかけて、絞り込む
必要がある。

情熱が導く方向に進む：労働そのものの性質
が変わる中、何が成功を妨げているのだろう
か？最大の妨げは私たち自身かもしれない。

新たな形態の労働への転換に伴い、ますます
高いパフォーマンスが求められるようになっ
ているが、当然のことながら、人間である私
たちのほとんどは、高まるプレッシャーにネ
ガティブな反応を示す。破壊的な変革に直面
したとき、私たちはともすれば、恐怖とスト
レスにさいなまれ、過去に成功をもたらした
ものにしがみつきたくなる。その誘惑に打ち
勝ち、労働と雇用の性質の変化を自らの潜在
力を発揮する機会として捉えて、利用しなけ
ればならない。

そのためには何をしなければならないのだ
ろうか？仕事は所得を得るための手段と割り
切るのではなく、本当に情熱を傾けられる仕
事を見つける必要がある。極限スポーツから
オンライン戦争ゲームまで、パフォーマンス
の飛躍的な向上が見られるさまざまな労働環
境について調べたところ、きわめて明確な特
徴を持つ情熱が共通点として見出された。私
たちはそれを「探究者の情熱」と呼んでい
る。この情熱は、ある領域でより大きな影響
を与えようとする長期的なコミットメント、
新たな課題を求める探求心、よりよい答えを
より早く見つけるために協力し合える仲間を
探し出し、積極的につながろうとする意識と
いう3つの要素で構成される。20 この種の情
熱をうまく利用することで、変わることへの
恐怖から解き放たれ、新しいことを学び、よ
り大きな影響を与える機会を得られる興奮を
感じられるようになるだろう。

各企業は労働そのものを再構築するだけでなく、新たな労働
のあり方をサポートするために労働環境も再構築する必要が
出てくるだろう。
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組織にとっての意味合い

雇主は、労働と労働環境のあり方をかたちづ
くり、迅速な学習とパフォーマンス向上を
促すことで、個々の労働者の取り組みを支
援することができる。

テクノロジーと学習のために労働を再構築す
る：テクノロジーを効果的に活用するため
に、各組織は労働そのもののあり方を根本的
に再構築することが必要になるだろう。各プ
ロセスを最適化するだけでなく、機械と人間
の協働を促す方法を見出し、両者の強みを引
き出し、より広い地域の人材を活用する必要
がある。ひたすら自動化だけを推し進めるの
ではなく、労働者がより創造的で付加価値の
高い仕事にシフトする中、デジタル技術の導
入が労働者のパフォーマンスの拡張に最もつ
ながりそうな分野の特定に努めるのが企業と
して賢明な選択だろう。例えば、テクノロ
ジーをどのように利用すれば、作業の様子を
視覚で捉えられる以上に明瞭に映し出す画像
をリアルタイムで労働者に提供することで、
「見えないものを見えるようにする」ことが
できるだろうか？ロボティクスをどう活用す
れば、人間を送り込むには危険すぎる状況下
での作業を可能にすることができるだろう
か？ 21 人工知能技術で人間の判断や状況認
識を補完することで、人間や機械がそれぞれ
単独でやるよりも望ましい結果が得られるよ
うな人工知能技術の使い方として、どんなも
のがあるだろうか？ 22 機械と人間の能力を
組合せ、やりがいのある仕事とキャリアを提
供し、従業員が新しい知識を学び、目まぐる
しく変化する環境を乗り切る手助けをするた
めに、労働の再構築と再考に向けてどういう

計画を立てるべきかということが、向こう
10年間、企業にとって最大の課題となるだ
ろう。

各企業は労働そのものを再構築するだけでな
く、新たな労働のあり方をサポートするため
に労働環境も再構築する必要が出てくるだろ
う。これまでも、労働者の希望やニーズの変
化に応じて、より働きやすく柔軟な労働環境
を提供すべくさまざまな取り組みがなされて
きたが、迅速な学習とパフォーマンス向上の
促進を再構築の一義的な目標とした場合はど
うだろうか？その場合、労働環境はどういう
ものになるだろうか？23

ネットワークを駆使して人材を調達し、組み
合わせる：利用可能な人材の選択肢が広がっ
ていることがわかったら、次に、仕事の内容
に応じて最も適した人材を利用できるように
するためのネットワークを構築し、展開しな
ければならない。直接雇用で組織内に抱え込
むかたちでの人材獲得を目指すだけでなく、
優れた人材を居住地にかかわらず活用できる
体制を整える必要がある。優れた人材は目ま
ぐるしく変化することが想定されるので、
ネットワークは柔軟で人材市場の変化に素早
く適応できるものでなければならない。

迅速な学習とパフォーマンス向上を促すため
に、各企業は、自社が本当の意味で世界屈指
の存在となり得るのはどの分野か、そして、
世界のトップ企業の人材を活用できるのはど
の分野かを見きわめる必要がある。オープン
タレントエコノミーの可能性を最大限に引き
出し、地理的な居場所にかかわらず人材を活
用できるよう、オンバランス人材とオフバラ
ンス人材、フリーランサー、クラウドワー

労働の未来に向かって道を切り開く



www.deloittereview.com

40 労働の未来に向かって道を切り開く

カー、コンペなど、一連の人材供給源を開拓
しなければならない。

新たなモデルの組織構造、リーダーシップ、
組織文化、報酬を導入する：組織構造は従来
型の階層構造から個々の組織の枠をはるかに
越えて広がり、複数のチームで構成される
ネットワーク構造へと進化しつつある。階層
構造は定型業務に適しているが、思いもよら
ないかたちでつながり合う小規模で多様な
ワークグループが手掛ける創造的な仕事が重
視されるようになり、柔軟なネットワーク構
造の重要性が高まっている。人材供給源の数
が増え、多様化するにつれ、より大きな広が
りを持つビジネスエコシステムの中でより豊
かな関係を構築するとともに、拡張性のある
プラットフォームに効果的に参加して専門知
識を入手する方法、他者と協働してパフォー
マンス向上を加速する方法を見出す必要があ
る。24

各組織は、強力な学びの文化を構築し、労働
者が居心地のいい領域から一歩踏み出す意欲
を持たせられるような新たなリーダーシップ
と経営のアプローチを開拓する必要がある。
実際、リーダーシップについては、どちらか
というと権威主義的なもの（定型的で明確に
定められた業務や目標に特徴づけられる安定
した労働環境には適していた）から協働的な
ものに転換する必要がある。労働の未来にお
いては、最も刺激的で大きなインパクトを与
えるような問題を投げかけ、意欲をかきたて

ることでチームを管理できるリーダーが最強
のリーダーとなるだろう。

こうした新たなかたちの創造的な労働を促す
ために、各組織は、これに従事する労働者に
報いる方法を見直す必要がある。定型業務を
こなすことが仕事である世界では、意欲を持
ち続けるために労働者が期待するのは現金報
酬のような外的報酬である。仕事の内容がよ
り創造的で目まぐるしく変化するものにシフ
トするにつれ、例えば、仕事の目的や影響
力、自らの成長と能力開発の機会といった内
的報酬がより重視されるようになると思われ
る。外的報酬ばかり重視する組織は、従業員
をつなぎとめるのがどんどん難しくなるかも
しれない。

公共政策にとっての意味合い

政策立案者にとっては、新たなかたちの労働
の出現を早めること（国民の生活水準の全体
的な引き上げに役立つ）と転換に伴うストレ
スに対処することの両方が関心事項である。

生涯教育を再考する：政策立案者は、学生の
創造的能力を引き出すために教育を再考する
とともに、誰もがその生涯を通じて自らの能
力を素早く開発できるようにするための枠組
みを構築するという重要かつ厄介な課題に直
面している。今ある教育機関は、何十年ある
いは何百年も前に、安定した職業に就くため
に必要な大衆教育を提供するために設立され
たものである。学んだスキルの価値が短期間
のうちに失われ、技術職を取り巻く環境が目
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まぐるしく変化する中、継続的な訓練と教育
を支える新たなモデルが必要とされている。
どうすれば、新たなスキルを習得して新たな

分野やキャリアに進む機会を三度でも四度で
も何度でも労働者に提供できるような教育モ
デルを構築し、そのために必要な資金を確保
することができるのだろうか？

生涯教育の強化は、これまで主たる労働力
と見なされてこなかった人々や働き続けて
いたい高齢者や働き続けざるを得ない高齢
者を対象とする効果的な措置が含まれるな
ら、きわめて強力な効果を発揮するだろ
う。このような生涯教育の強化において、
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それをより支えるような労働者への給与体系
整備や動機づけを図ることが、様々な種類の
仕事を渡り歩く可能性のある今後50年程度の
期間で労働者が継続的に教育を受け続けるこ
とを容易にするかもしれない。

所得保障と医療保険の提供で移行をサポート
する：労働者が自らのキャリアを形成し、新
たなスキルを習得し、グローバルな人材ネッ
トワークに加わる際に感じるだろうと思われ
るストレスは、どのような公共政策を講じる
ことで軽減できるだろうか？予期せぬ困難な
転換を強いられた人々のためにどのような公
共政策を講じれば、失業期間を短縮し、必要
な再訓練を支援し、医療保険など生活必需
品・サービスが確実に提供されるようにする
ことができるだろうか？デジタル技術インフ
ラの整備が進み、個人に関するデータがもっ
と利用しやすくなれば、変化するニーズに応
じた個別仕様の移行プログラムを策定するこ
とも不可能ではなくなるだろう。世界各国で
さまざまなかたちの最低限所得保障が政府に
よって検討・再検討されており、最近では、
移行支援プログラムの財源確保の手段として
ロボットに課税する案も浮上している。25

法規制を再評価する：より多様な人材の活用
（インクルージョン）と人材開発を推し進
め、イノベーション力を高める上で、各種公
共政策はどのような役割を果たすことができ
るだろうか？26 政府は、雇用の定義をフ
リーランスやギグワーカーも含めた概念とし
て捉えなおし、マイクロペイメントプログラ
ムを通じて公的な医療保険、年金、その他の
社会保障給付の提供し、利用できるようにす
るこ

とを検討すべきである。起業家として事業を
立ち上げやすくするため、そして、失敗した
時に撤退しやすくするために、会社設立や破
産に関する法律を見直すことも考えられる。
労働の未来に向けて、新興企業や小規模企業
の比率は高まることになるだろう。政策立案
者は、小規模な新規事業を立ち上げやすくす
るための法規制の見直しを迫られることにな
るだろう。

結論：未来に向けたフレームワーク

労働の未来は急速に展開しつつあ
る。大きな混乱と痛みをもたら
すおそれのある移行とさまざま
な可能性が前途に待ち受けてい

るが、現時点においては、個人も、企業も、
政府機関も準備ができていない。この枠組み
は、個人、さまざまな組織、公共政策立案者
に必要な情報を提供することで、労働の未来
に向かって自ら積極的に道を切り開こうとす
る意欲を引き出し、来るべき移行をできる限
り建設的かつ生産的で円滑なものとするため
に、一丸となって直ちに行動を起こすよう促
すものである。
いずれの当事者も、目の前に迫っている大き
な力がもたらす影響とそれが労働と仕事の再
構築に与える影響に対処するためにどのよう
な準備をする必要があるのか、今この時点
で、計画を立てておく必要がある。 

• 個人は、より長期にわたるキャリアを視野
に入れ、その過程として複数の段階があ
り、その各段階で継続的な訓練と新たなス
キルの習得が必要になると想定する必要が
ある。
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• 企業は、ますます高度化する機械の能力を
生かすために労働と仕事の再構築に向けて
準備を進めるとともに、労働者を再教育
し、より付加価値が高く生産的で魅力的な
仕事に再配置し、スマートマシンや多様な
労働者（オンバランス人材、オフバランス
人材、クラウドワーカー、世界各地の人
材）と一緒に働けるようにする必要があ
る。

• 政府機関は、継続的な教育の財源確保、移
行コスト軽減のためのプログラムの策定、
新たなタイプの労働・労働者と起業家精神
にあふれた経済をサポートするための規制
枠組みの改正など、 教育に関する課題に対
処する準備を積極的に進める必要がある。  •
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